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 月例経済報告 
 毎月1回、日本経済や海外経済の動向を分析し、政府の
景気判断を示す報告を作成し、内閣総理大臣をはじめと
する関係閣僚が出席する「月例経済報告等に関する関係
閣僚会議」に報告後、公表しています。当報告は、政府
のマクロ経済政策の基盤となっています。 
家計（消費、雇用等）、企業（生産、投資等）、金融、物

価、外需、海外経済など、内外の経済動向を踏まえ、景
気判断を行っています。 

 
月例経済報告等に関する関係閣僚会議 
（出典：首相官邸ホームページ） 

  
 
 
   
 「年次経済財政報告」（通称：経済財政白書） 
 我が国の経済財政の動向を総合的に分析する「年次経
済財政報告」（経済財政白書）を年１回閣議において配布
の上、公表しています。 
 
 令和５年度年次経済財政報告－動き始めた物価と賃金－ 
（１）価格改定頻度（サービス） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・価格改定頻度の推移をみると、財と比べて価格の粘着
性の高いサービスにおける「正規価格」の改定頻度も
上昇しており、これまでの価格粘着的な状況が変わり
始めていることがわかる。物価が動き始めた中で、長
く続いたデフレマインドを払拭し、デフレ脱却に確実
につなげていくことが重要である。 

 
（２）出生数の要因分解 
・2015年以降の出生数は、人口要因（女性数自体の減
少）・有配偶率要因（結婚の減少）・有配偶出生率要因
(夫婦の出産の減少）の三重の下押しで進行している。
特に、結婚の減少は1990年代以降、長らく出生数を下
押ししている。 
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 政策課題分析シリーズ 
 日本経済が直面する重要課題や政府の経済財政政策の
効果について分析し、政策議論の素材を提供しています。 
 
 特別定額給付金が家計消費に与えた影響 ―リアル

タイムに記録される家計簿アプリデータを活用した
分析―（令和５年８月公表） 

・従来とは異なる情報源や入手経路によって作成され、
速報性の高い「リアルタイムデータ」を使った分析を
行った。家計簿アプリデータを用い、コロナ禍で行わ
れた特別定額給付金の消費増加効果を試算し、リアル
タイムデータの政策効果分析やＥＢＰＭの推進への活
用手法を示した。 

 
 
 
 
 
 
 景気ウォッチャー調査 
 百貨店のマネージャーやタクシー運転手、中小企業の
経営者など景気に敏感な職場で働く人々が肌で感じた景
気動向を毎月１回調査し、DI（ディフュージョン・イン
デックス（回答者の景気判断を指数化したもの））として
公表しています。 

景気ウォッチャー調査結果 
現状判断DIの推移 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 「地域経済に関する構造分析」 
 地域経済に関する構造問題をテーマに取り上げたレポ
ートを公表しています。 
 
 「地域の経済2023 －地域における人手不足問題

の現状と課題－」 
・若い女性の東京圏への流出が進み、地方では性別によ
る人口の不均衡という構造的な問題が発生。20～34歳

の未婚者の男女人口比（女性１人に対する男性の人数）
を都道府県別にみると、1.2を上回る県は24県、1.3を
上回る県は７県あり、特に若い女性の流出が進む北・
東日本では相対的に未婚男性の比率が高くなっている。 

 
20～34歳未婚者の男女比（2020年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 「世界経済の潮流」 
 世界経済の動向や各国の経済財政政策を分析する「世
界経済の潮流」を公表しています。 
 
 世界経済の潮流2023年Ⅱ（令和６年２月） 
 (1) 中国の不動産企業のバランスシート調整 

 

 

 

 
 
・不動産市場の停滞が懸念される中国では、2021年以降
不動産セクターが負債の圧縮を優先し投資を抑制する
バランスシート調整が進展している。 

 
(2) サービス輸出額（名目）の世界的な動向 
 

 

 

 

 

 
 
 
・サービス輸出は世界全体の名目GDPや財輸出額の伸び
を大きく上回って推移しており、世界経済の新たなけ
ん引役となっている。 

地域経済の動向に関する調査分析 

海外経済の動向に関する調査分析 
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